
第１回小金井市地域福祉推進委員会次第 

 

日 程  令和４年８月１日（月） 

  書面審議 

 

１ 議  事 

  地域福祉計画の令和３年度実績報告及び評価について 

 

２ 配布資料 

 ⑴ 小金井市地域福祉推進委員会委員名簿                  資料１ 

 ⑵ 地域福祉計画の進捗状況及び評価表（令和３年度実績報告） 資料２ 

 



資料１ 

小金井市地域福祉推進委員会委員名簿 

 

（敬称略） 

 
氏名 推薦団体・所属団体等 選出区分 

1 霜鳥 文美恵 ― 

公募市民 

2 服部 玲子 ― 

3 吉田 晶子 ― 

4 山下 和美 ― 

5 金子 和夫 ルーテル学院大学 学識経験者 

6 室岡 利明 社会福祉法人小金井市社会福祉協議会 

福祉関係団体 

関係機関 

7 穂坂 英明 一般社団法人小金井市医師会 

8 古宮 景子 小金井市民生委員児童委員協議会 

9 宮井 敏晴 小金井市福祉NPO法人連絡会 

10 欠員 小金井市地域自立支援協議会 

11 酒井 利高 小金井市介護保険運営協議会 

12 藤森 寿美子 小金井市市民健康づくり審議会 

（令和４年８月１日） 



地域福祉計画の進捗状況及び評価表（案）
（令和３年度実績報告）

令和４年　月
福祉保健部地域福祉課

資 料 ２



【事業評価の評価基準】

Ａ・・・ ほぼ施策内容を達成した。

Ｂ・・・施策内容をある程度達成したが、今後の改善、検討を要する。

Ｃ・・・施策内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

Ｄ・・・未実施

※「今後の事業計画・展望」に次年度に向けての課題、検討内容について記載する。

可能であれば次期（第３期）保健福祉総合計画の方向性と整合を図る。



シート番号　１
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 暮らしやすいまちづくり
施策（２） 移動支援の充実

担当課
事業実績・評価理由
（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

①
地域福祉
課

　ユニバーサルデザインのまちづくり緊急推進事業（東京都
事業）についての庁内周知を行い、施設整備に活用され
た。（令和３年度実績：栗山公園健康運動センター大規模改
修工事における洋式便器新設等） B A

ユニバーサルデザインのまちづくり緊急推進事業（東京都
事業）は令和３年度で事業が終了となったが、都から提供さ
れるユニバーサルデザインのまちづくりに関する情報の庁
内共有や庁外への情報発信を行うことで、事業の周知・推
進を図っていく。

②
地域福祉
課

　指定開発事業に係る事前協議等の際に、東京都福祉の
まちづくり条例に基づく届出の要否確認及び対象施設につ
いて助言・指導・届出受理を行った。（令和３年度実績：４
件）

A A

　バリアフリー化、福祉のまちづくりにつなげるため、他課の
協力を得ながら、引き続き都条例の届出対応を行っていく。

①
交通対策
課

　CoCoバス再編事業において、新型コロナウイルス感染症
の影響による進捗の遅れがあったため、スケジュールを再
構築し補正予算措置とそれに伴うコンサル業者との契約変
更を行い、予定どおりに検討を進め、再編計画（案）及びガ
イドライン（案）をまとめることできた。

【感染症対応】
R3.4.1から４路線において、交通系ＩＣカードを導入し、利便
性の向上とともに、感染症対策を図った。

B A

　再編事業の最終年度として、パブリックコメントを行い、再
編計画及びガイドラインを策定する。また、再編に伴う国へ
の手続き、市民への周知、バス停の整備など、関係機関と
連携しつつ運行開始の準備を進め、R5.4.1の運行開始を目
指す。

【感染症対応】
感染予防対策を念頭に置いた安全・安心なコミュニティバス
の運行について、検討を進める。

②
自立生活
支援課

　福祉有償運送等の移送支援サービスを実施しているＮＰ
Ｏ法人等へ経費の一部を補助することで、安定的な運営を
確保するとともに福祉の増進を図っている。

A A

　利用実績については近年一定水準で推移しているものと
認識している。この事業については各NPO法人等によって
適切にサービスを実施しており、今後も引き続きＮＰＯ法人
等へ経費の一部を補助することで、安定的な運営を確保す
るとともに福祉の増進を図る。

施策

【事業No.4】移
送サービスへの
支援

１　福祉のまちづくり
福祉を支える基盤の整備

【個別事業・取り
組み】

【事業No.1】ユニ
バーサルデザイ
ンによるまちづ
くりの推進

【事業No.2】施
設のバリアフ
リー化の推進

【事業No.3】
CoCoバスの利
便性向上

（１）

（２）

１－1



シート番号　２
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 防災・防犯活動への参加促進
施策（２） 要支援者の支援強化

担当課
事業実績・評価理由
（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

①
地域安全
課

　自主防災組織の育成においては、例年市の主催で行って
いる防災講習会はコロナウイルス感染症の影響で中止にし
たが、地域団体主催の避難所運営協議会や学校主催の防
災対応研修会などを通して自主防災組織と関わり、マン
ホールトイレの設置訓練、感染症対策マニュアルの講義等
を行ってきたところである。
　また、令和２年度に新規結成された桜町防災会において
は、防災倉庫の設置が完了したため、市から防災会に対し
てスタンドパイプ・レスキューセット等の資機材を貸与し、地
域防災力の強化に繋げることができた。

B B

　出前講座等の要望があった団体には、引き続き防災につ
いての講演を行い防災意識の向上を図っていく。総合防災
訓練については、令和４年１１月に小金井第一中学校にて
実施する予定であるので、自主防災組織に対して訓練参加
の呼びかけを行い、地域防災力の向上を図る。
　自主防災組織の結成については、現在結成に向けて動い
ている町会・自治会に対して助言、資料の提供等を行って
いく。

②
地域安全
課

　例年、警察と連携して実施している防犯講習会や防犯協
会主催の全国地域安全運動市民のつどい等は、コロナウイ
ルス感染症の影響で中止となった。地域団体へは防犯資機
材の支給を行い、地域の見守り活動を促した。
　高齢者を狙った特殊詐欺対策のため、自動通話録音機の
貸与（対象：概ね65歳以上の世帯）を行った。平成２７年度
から実施し、令和３年度末までに累計７５４台を貸与した。 C B

　警察及び地域団体と継続して連携を図り、市民が犯罪に
まきこまれないよう、安全・安心メールや市報、ホームペー
ジ等で積極的に情報発信を行っていく。また、出前講座や
防犯講習会等により防犯意識の啓発を行う。
　子どもの見守り活動等、地域の防犯活動に協力してくれる
団体に防犯資機材の配布を行っているが、積極的に活用し
てもらえるよう本事業の周知に努める。

【感染症対応】
　防犯講習会等を開催する際には、開催方法を熟考し、感
染症対策を行う。状況によっては開催の中止も検討する。

（１）

１　福祉のまちづくり
災害に備える体制づくり

【個別事業・取り
組み】

【事業No.5】自
主防災組織の
育成

【事業No.6】地
域コミュニティを
活用した防犯体
制の推進

施策

２－1



シート番号　２
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 防災・防犯活動への参加促進
施策（２） 要支援者の支援強化

担当課
事業実績・評価理由
（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

１　福祉のまちづくり
災害に備える体制づくり

【個別事業・取り
組み】

施策

①
地域福祉
課

　例年、避難行動要支援者名簿登録新規対象となる方に対
して民生委員に訪問調査をしていただくなど、避難行動要
支援者名簿の更新を行っている。
　令和３年度に関しては、新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、対面での訪問調査は行わず、郵送又はポス
ティングによる調査を実施した。（新規登録者34名：名簿登
録者数1,433人（令和３年１２月１日現在））
　名簿は行政、民生委員、警察署、消防署と共有し、適切な
管理に努めた。

B B

　前年度と同様に郵送、ポスティングを中心に新規対象とな
る方に対する調査を実施する。
　災害対策基本法が改正され、避難行動要支援者名簿掲
載者の「避難個別支援計画」の策定が努力義務となったこ
とを受け、避難行動要支援者名簿登録者のうち、優先度が
高いと判断される方に対して案内を郵送し、個別支援計画
策定に同意された方について、地区担当民生委員等に協
力をいただき、個別支援計画を策定していく。

② 健康課

７月に人工呼吸器対象者の情報交換及び訪問については
どの機関がどの時期に訪問するのかを計画し共有。優先順
位に基づき訪問するケース、電話にて聞き取りするケース
にわけ計画更新を行った。対象者は難病患者で新型コロナ
ウイルス感染症の重症化リスクが高いため、感染対策に留
意した。

C B

　昨年度同様、各課と情報共有を行い、計画更新の年間計
画を立てるための会議をもつ。新様式への移行を計画的に
行う。

【感染症対応】
訪問者を絞り複数回に分けての訪問、電話での計画更新
等訪問以外の方法を検討する。

【事業No.7】災
害時における避
難行動要支援
者への支援体
制の充実

（２）

２－2



シート番号　３
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） ノーマライゼーションの推進
施策（２） 権利擁護事業の充実
施策（３） 福祉サービスの質の確保

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

① 指導室

　発達段階に応じて、地域の高齢者や障害のある人との交
流活動、車いす体験などの福祉体験学習、　「すべての人
が幸せにくらせる『まち』を作るためのハンドブック」を活用し
た授業などに取り組み、保健福祉教育の充実を図った。 A A

　引き続き、車いす体験などの福祉体験学習、　「すべての
人が幸せにくらせる『まち』を作るためのハンドブック」を活
用した授業など、発達段階に応じた学習活動を行うことで、
保健福祉教育の充実を図る。
　また、感染症対策に留意しながら、地域の高齢者や障害
のある人との交流を通して、保健福祉への理解をさらに深
めていく。

関係各課
介護福祉
課

　認知症に関する正しい知識と理解を身に付ける認知症サ
ポーター養成講座を通年で開催した。（全19回実施、694人
が受講）
　介護予防、在宅医療・介護連携、生活支援体制整備、認
知症に関する講演会等を2日間にわたって開催する「お元
気サミットin小金井」については、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため講演は行わず、展示のみの実施とした。

B B

　引き続き講座等の周知、特に若年層や高齢者の介護を担
う世代へ向けての取組を検討していく。キッズ認サポの受
入先増加へ向けた調整を行う。

広報秘書
課

　毎年、人権週間行事として「小金井市人権講座」を開催す
るとともに、市庁舎で人権啓発物品を配布し人権啓発に努
めている。昨年度は新型コロナウイルス感染拡大により小
金井市人権講座は開催できなかったが、今年度は会場を
今までの萌え木ホールから小金井 宮地楽器ホール小ホー
ルへ変更し、十分な感染予防対策を取ったうえで開催した。
　今年度は臨床心理士・公認心理師である大河原美以さん
を講師に招き、「自分の人権を守るために必要な力とは」を
テーマに講演を行った。（参加者66名）

D A

　今後も補助事業を活用し継続して実施する中で、集客力
のある講師、時代のニーズに即したテーマを選定すること
により、人権意識を広く普及啓発していきたい。
　また今後も引き続き「小金井 宮地楽器ホール小ホール」
を利用し、十分な感染予防対策を取りながら実施する。

１　福祉のまちづくり
人権尊重と権利擁護事業の推進

【個別事業・取り
組み】

【事業No.8】保
健福祉教育の
充実

【事業No.9】市
民に対する啓発
活動の推進

施策

②

（１）

３－1



シート番号　３
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） ノーマライゼーションの推進
施策（２） 権利擁護事業の充実
施策（３） 福祉サービスの質の確保

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

１　福祉のまちづくり
人権尊重と権利擁護事業の推進

【個別事業・取り
組み】

施策

地域福祉
課

　成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、小金
井市成年後見制度利用促進基本計画を策定することがで
きた。
　市民後見人の育成のため、市民後見人養成講座や市民
後見人フォローアップ講習を実施しており、令和3年度は
養成講習受講者数は13人となった。

A A

 　成年後見制度の利用が必要な方に対し自分らしく地域で
生活をしていくために必要な支援や成年後見制度の理解を
深め意思決定を支援し総合的かつ計画的に推進していくこ
とができるよう進めていく。
　市民後見人の育成には、その業務を適正に行うために必
要な知識・技術・社会規範・倫理性の習得が求められる。市
民後見人の負担感を減らすため、一層の継続支援ができる
ようフォローアップを行い、市民後見活動への興味・意欲を
持たれる方を増やしていきたい。

自立生活
支援課

　知的障がいのある人、精神障がいのある人など、判断能
力が十分でない人の権利を守ることができるよう、窓口にパ
ンフレットを設置し、より詳しい説明を求める方には窓口で
の説明を行い、さらに必要な場合は市権利擁護センター
（社会福祉協議会）窓口にお繋ぎすることにより、成年後見
制度につ
いての周知を図っている。

A A

　引き続き、必要な方に必要なサービスの提供を行ってい
く。
　また、成年後見制度が必要な方が、経済的事情で利用で
きないということがないよう、市長申立に関しては報酬助成
等を継続していく。

介護福祉
課

　親族等の支援が得られず、自立した生活を送ることが困
難な高齢者に対して、成年後見の市長申立てを行い、後見
人・保佐人をつけた。
　また、市長申し立てを行った者の中で後見人・保佐人へ報
酬支払いが困難な者に対しては助成を行った。 A A

　引き続き、必要な方に必要なサービスの提供を行ってい
く。
　また、成年後見制度が必要な方が、経済的事情で利用で
きないということがないよう、市長申立に関しては報酬助成
等を継続していく。

①
【事業No.10】権
利擁護事業の
推進

（２）

３－2



シート番号　３
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） ノーマライゼーションの推進
施策（２） 権利擁護事業の充実
施策（３） 福祉サービスの質の確保

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

１　福祉のまちづくり
人権尊重と権利擁護事業の推進

【個別事業・取り
組み】

施策

②
地域福祉
課

　小金井市権利擁護センター（ふくしネットこがねい）では、
法律・福祉の関係機関と連携しながら年間9,748件（延べ件
数）の相談・援助を行っている。（9,766件/R2年実績）
　相談・援助行う際に法律・福祉の関係機関が関与すること
により、本人にとって最も適切な対応が可能になっている。 B B

　様々なケースに対応できる法律・福祉の関係機関との地
域における連携・対応強化を継続的に推進していく。
　また、市民にとって身近で利用し易くメリットを感じる事業
とするため、成年後見制度の利用促進と併せて権利擁護事
業全体への理解促進のため効果的な広報に努める。

自立生活
支援課

　相談・通報の連絡先として小金井市障害者虐待防止セン
ターを設置しており、緊急連絡にも対応できるよう２４時間
体制で相談・通報の連絡を受けることによって、家族全体を
地域ぐるみで支援することに努めている。 A A

　相談・通報の連絡先として小金井市障害者虐待防止セン
ターを設置しており、２４時間体制で相談・通報の連絡を受
ける。

介護福祉
課

　養護者による高齢者虐待の防止を図るため、関係機関と
情報共有するなどのネットワークを構築している。
　また、「小金井市高齢者虐待対応マニュアル」を用いて関
係機関に対応の周知を行った。
　虐待により緊急の分離を必要とする高齢者に対して、入
所措置等を行った。

A A

　関係機関と情報共有するなどのネットワークの強化に努
める。また、介護事業者等に対して、早期発見の重要性や
通報義務について情報提供を図る。

③

【事業No.12】虐
待防止・対応
ネットワークづく
りの推進

（２）

【事業No.11】地
域福祉権利擁
護事業（日常生
活自立支援事
業）の利用支援

３－3



シート番号　３
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） ノーマライゼーションの推進
施策（２） 権利擁護事業の充実
施策（３） 福祉サービスの質の確保

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

１　福祉のまちづくり
人権尊重と権利擁護事業の推進

【個別事業・取り
組み】

施策

①
地域福祉
課

　福祉サービス苦情調整委員制度について、市民へのPR
のため、市報、ホームページに制度の内容や運営状況を掲
載した。また、苦情処理の流れを示したリーフレットを作成
し、庁内窓口や市の施設に設置し周知を図った。
　新型コロナウイルス感染拡大防止の取り組みとして、相談
者の希望に応じて電話相談も受付けることをホームページ
に掲載した。
　職員へ制度の周知と窓口対応技術の向上を図ることを目
的として実施している研修については、新型コロナウイルス
感染症拡大防止により規模を縮小して実施した。
　
　申立件数実績（Ｒ2・10件、Ｒ3・13件）

A A

　制度の内容や運営状況について、引き続き、市報やホー
ムページに掲載し周知を図る。また、苦情処理の流れを示
したリーフレットを、庁内窓口や市の施設に設置し周知を図
る。
　職員研修については、新型コロナウイルス感染症拡大防
止に努めながら、規模縮小ではなく例年どおりの対象者に
おいて実施する。
　苦情申出の件数は例年10件前後で推移している。これ以
外にもオンブズマンで対応できないものについては、今後も
他の機関を斡旋する等して適切に対応していく。

地域福祉
課

　令和２年度は、１１団体の福祉サービスの事業者に対し第
三者評価の受審への助成を行った。
　市報・ホームページにおける広報をするなど周知を図っ
た。

B B

　市報・ホームページにおける継続的な広報を図っていく。
今後とも対象事業者に適切に第三者評価の受審経費を補
助していく。

自立生活
支援課

　小金井市障害者日中活動系サービス推進事業補助金交
付要綱及び小金井市児童発達支援センターサービス推進
事業補助金交付要綱により、対象事業者に第三者評価の
受審経費を補助している。 A A

　今後とも対象事業者に適切に第三者評価の受審経費を
補助していく。

（３）

【事業No.13】福
祉サービス苦情
調整委員制度
の周知

②

【事業No.14】福
祉サービス第三
者評価システム
の普及

３－4



シート番号　３
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） ノーマライゼーションの推進
施策（２） 権利擁護事業の充実
施策（３） 福祉サービスの質の確保

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

１　福祉のまちづくり
人権尊重と権利擁護事業の推進

【個別事業・取り
組み】

施策

地域福祉
課

　社会福祉法第５６条に基づき指導検査を実施（保育園１か
所）した。
　（法人職員、利用者と市職員が接触することができる限り
ないよう留意して実施した。）

B B

　引き続き社会福祉法、指導監査実施方針、計画等に基づ
き、市が所轄庁となっている５法人に対して指導監督を行っ
ていく。（指導検査は年に１～２法人実施予定）

※本市が所轄する社会福祉法人は令和２年度に１法人（社
会福祉法人小金井さくら会）、設立認可されたため、５法人
となった。

自立生活
支援課

　障害者総合支援法第１０条等に基づき、障害福祉サービ
ス事業者等に対する指導検査を４件を実施した。令和元年
度、令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から実施できなかったが、令和３年度は感染症対策を行
いながら、計画どおり実施することができた。

D A

　今後も継続して指導検査が行えるよう、検査体制や実施
効果についても検討していく。

【感染症対応】
事業所への立ち入り検査時には、人数制限等の新型コロナ
ウイルス感染対策等を引き続き行う。

介護福祉
課

　介護保険事業所に対して、実地または書面での指導検査
を実施した。
（居宅介護支援事業所３か所、地域密着型通所介護事業所
４か所、認知症対応型通所介護１か所）

B B

　各事業所が法令、各種基準に準拠した運営を行っている
かを確認するため、引き続き指導検査を実施していく。ま
た、制度改正伴う変更点に注意しながら、各事業所に情報
共有を行う。

【感染症対応】
感染拡大状況に応じて、現地訪問ではなく書類の提出を事
業所に求め、書面検査を行うケースもあった。

（３）

③
【事業No.15】
サービス事業者
の指導強化

３－5



シート番号　４
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 福祉の情報発信の強化
施策（２） 情報バリアフリーの推進

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

自立生活
支援課

　障がいのある方が利用可能な庁内外の各種制度をまとめ
た「障がい者福祉のてびき」を作成している。各種情報を
ホームページに掲載する一方で、窓口にも設置して情報提
供をしている。 B B

　制度改正等に対応し、「障がい者福祉のてびき」の
適宜改訂を行う等、今後も最新の情報を反映していく。
　また、市民が情報を入手しやすくなるように、更なる配慮
に努める。

介護福祉
課

　介護保険サービスを適切に利用するための冊子を作成
し、市窓口や地域包括支援センターで配布した。

B B

　引き続きガイドブックの配布等を通じて、介護保険制度の
周知を行う。

【感染症対応】
　影響なし。

自立生活
支援課

　各種手当制度の案内を市報や市HP、「障がい者福祉のて
びき」に掲載し、新しい情報を提供するよう努めている。ま
た、来庁した市民に対しては、その方の障害の状況に合わ
せて適切な手当の制度説明を行い、該当の手当をまとめた
シートをお渡ししている。状況により、子育て支援課の児童
育成手当（障害手当）を案内するなど、他課との連携にも努
めている。

B B

　引き続き周知を続けるとともに、HP等の充実に努める。

介護福祉
課

 　市報、納入通知書及びホームページに、介護保険料減免
に関するお知らせを掲載し、市民への周知を行った。

Ｂ Ｂ

 　引き続き、市報、納入通知書及びホームページでの減免
制度に関するお知らせの掲載を継続する。

１　福祉のまちづくり
情報提供の仕組みづくり

【個別事業・取り
組み】

【事業No.16】情
報提供の充実

施策

①

【事業No.17】各
種手当制度の
周知

②

（１）

４－1



シート番号　４
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 福祉の情報発信の強化
施策（２） 情報バリアフリーの推進

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

１　福祉のまちづくり
情報提供の仕組みづくり

【個別事業・取り
組み】

施策

①
自立生活
支援課

　平成２８年度２月に福祉施設のマップとして「こがねい障が
い児・者ふくしサービスマップ」の作成を行ったが、駅前周辺
等の整備により、街並みが変化していたことから、その後見
直しを行っていない。 D D

　駅前の整備の進捗や計画を踏まえつつ、現状に対応した
マップの作成について、その時期も含め検討する。
　形状については、市民に手に取ってもらいやすいものにな
るように、再度検討をする。

②
広報秘書
課

　市報こがねいについては、引き続き、音訳版を作成し市
ホームページへの掲載と希望者への送付を行っている。
また、ホームページについては、情報発信の拡充と、誰もが
適切に情報を得られるようアクセシビリティの向上にも努め
ている。

B B

　市報こがねいについては、レイアウトを工夫するなど、引
き続き見やすい紙面となるよう留意し編集・作成していく。ま
た、音訳版は、対象者へサービスの再周知を図るなどして、
利用者の増加に努めたい。
　ホームページについては、コンテンツ作成ルールに基づい
たホームページ掲載について引き続き庁内への周知を行う
など、情報のバリアフリー化を継続する。

【コロナ対応】
市ホームページ内にコロナウイルス感染症対策に関する情
報をまとめたページを作り、トップページからもアクセスでき
るように対応している。

【事業No.18】福
祉マップの見直
し

（２）

【事業No.19】情
報提供のユニ
バーサルデザイ
ンの推進

４－2



シート番号　５
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 地域での見守り推進
施策（２） 総合的な相談体制の構築

担当課
事業実績・評価理由
（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

①
地域福祉
課

　民生委員推せん会を１回実施し、３名の新任民生委員児
童委員を委嘱した。
　令和３年度においても新型コロナウイルス感染症拡大防
止により、会議や行事が例年どおり実施できない中、庁舎
玄関にてＰＲブースを設置、高齢者への訪問活動をポスティ
ングで実施、小中学校の入学式、卒業式にお祝いカードを
作成し贈るなど形を変え実施した民生委員児童委員の活動
に対し、支援を行った。

B B

　引き続き、民生委員児童委員の欠員補充に注力するとと
もに、例年どおりの活動が実施できるようになり、民生委員
児童委員への負担が大きくなることが想定されることから、
事業実施方法の変更や工夫等について、提案し支援を行
う。

②
広報秘書
課

　町会・自治会の加入促進のちらしを作成し、窓口で配布し
ている。市民課においても、ちらしを掲示しいる。また、市報
こがねい8月1日号の1面（1面掲載は初めて）に町会・自治
会加入促進の記事を掲載したことで市民からの反響があっ
た。
　また、町会・自治会が行う地域力向上を図る事業に対す
る、東京都及び宝くじ団体の補助事業等についても、全町
会・自治会に周知するとともに、東京都の補助事業等の情
報提供も随時行った。

B B

　引き続き加入促進に向けた、様々な周知媒体の活用を検
討する。

③
介護福祉
課

　毎年７５歳・８０歳の方を訪問して一人暮らし・高齢者のみ
世帯など見守りを必要とする対象者を把握し、関係者ととも
に見守り支援のネットワークを構築している。
　令和3年度については、対面は困難であったが、前年に引
き続き資料の投函等により訪問を実施し、加入希望者が
ネットワークへの利用が可能な体制を整備した。

B B

　引き続き７５歳・８０歳の方を訪問して一人暮らし・高齢者
のみ世帯など見守りを必要とする対象者を把握し、関係者
と共有していく。

２　包括的支援体制の構築
地域での課題解決の体制づくり

【個別事業・取り
組み】

【事業No.20】民
生委員・児童委
員活動の支援

【事業No.21】町
会・自治会活動
への支援

施策

（１）

【事業No.22】身
近な相談体制
の充実

５－1



シート番号　５
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 地域での見守り推進
施策（２） 総合的な相談体制の構築

担当課
事業実績・評価理由
（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

２　包括的支援体制の構築
地域での課題解決の体制づくり

【個別事業・取り
組み】

施策

①
地域福祉
課

　令和２年１０月に開設した福祉総合相談窓口では、複合
的で複雑な課題の解決に向けた支援を行っている。
　「地域住民の相談を包括的に受け止める場」の整備が求
められていることから、令和３年度は市内の一部地域を担
当し、「住民に身近な圏域」における地域住民の相談を包括
的に受け止める包括化推進員を１名増員し３名体制とした。

B B

　福祉総合相談窓口の運営状況を踏まえ、「住民に身近な
圏域」における地域住民の相談を包括的に受け止める包括
推進員の増員を検討し、充実した運営を図る。

地域福祉
課

　令和２年１０月に開設した福祉総合相談窓口では、市関
係各課や関係機関、支援会議との業務フローを整理し、包
括的な支援体制の整備を行った。

B B

　相談支援体制については、福祉総合相談窓口の運営状
況を踏まえ、包括化推進員の増員を図り、充実した運営を
図る。

自立生活
支援課

　障がいのある方の相談窓口である障害者地域自立生活
支援センター、精神障害者地域生活支援センター、児童発
達支援センター、障害者就労支援センター等と連携し、障
がいの状態や本人の希望に合った相談体制を構築してい
る。また、事業所間の連絡会を開催し、連携を強めた。

B A

　連絡会の開催などで各相談窓口との連携を一層密にし、
ノウハウを蓄えてより良い対応につながるよう改善してい
く。

【事業No.23】
【新規】
福祉相談窓口
の整備

②

（２）

【事業No.24】相
談支援体制の
充実

５－2



シート番号　６
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 生活困難者への支援強化
施策（２） 生活保障の推進

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

①
地域福祉
課

　生活困窮者の自立に向けた相談支援における支援調整
会議の開催等を通じて、関係各課や関係機関等との連携
強化を図るとともに、福祉総合相談窓口において複合的課
題解決に向けた取り組みを行った。

B B

　引き続き、生活困窮者の自立に向けた相談支援を通じた
連携強化を図っていくとともに、福祉総合相談窓口におい
て、複合的課題解決に向けた新たな支援体制の構築を図
る。

②
地域福祉
課

　生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居
確保給付金の支給による就職活動の支援、家計改善や債
務整理に向けた支援及び子どもの進学支援を行った。ま
た、福祉総合相談窓口において複合的課題解決に向けた
取り組みを行った。
  新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々
な困難に直面した方々が、速やかに生活・暮らしの支援を
受けられるよう、住民税非課税世帯等に対し、１０万円の給
付を行う住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給
付事業を実施した。

B B

　引き続き、生活困窮者の自立に向けた相談支援を通じた
連携強化を図っていくとともに、福祉総合相談窓口におい
て、複合的課題解決に向けた新たな支援体制の構築を図
る。

①
地域福祉
課

 　法令に基づき生活保護費を確実に支給するとともに、困
窮世帯の生計維持に資するよう様々な相談業務、各関係
機関との連携等を実施しした。その他、就労支等、自立助
長に資する所事業を実施した。、新型コロナウイルス感染
症拡大による困窮状態の者の生活保護申請が若干増加し
たが、国通知等に基づき申請要件等において柔軟に対応
するなど、社会情勢に応じ、適切な支援を行った。

Ｂ B

　被保護世帯の自立助長に向けて国が実施する事業の動
向も注視し、就労支援相談、健康管理支援等諸自立支援プ
ログラムに沿った諸事業を適宜実施することとする。
【感染症対応】
　国より「訪問調査の自粛」「稼働能力の活用についての保
留する」との通知が発出されている。感染状況等を注視しつ
つ訪問以外の方法により対象者の生活状況把握、必要な
支援の検討を行う。

②
地域福祉
課

　年2回の頻度で東京都と連携のもと路上生活者概数調査
を実施している。市が所管する公園等を対象に実施したが
路上生活者は確認されなかった。生活保護等の相談にお
いては生活歴等を聴取し、対象者がいた場合には住居の
確保等速やかな対応を行った。また調査時以外は該当の
可能性のある者からの相談については福祉総合相談窓口
との連携により適切に対処している。

Ｂ B

　概数調査により対象者の把握を継続実施する。福祉総合
窓口等との連携により対象者に対しては住居確保等の生
活支援を速やかに実施する。生活保護受給開始となった後
は個々の生活状況を経過的に注視し、医療との連携、就労
支援等自立へ向けた支援を実施する。

（１）

（２）

２　包括的支援体制の構築
セーフティネットの機能強化

【個別事業・取り
組み】

【事業No.26】
【新規】
生活困窮者の
自立支援の推
進

【事業No.27】生
活保護制度の
適正な運用

【事業No.28】路
上生活者への
自立支援

【事業No.25】
【新規】
地域生活課題
の把握と情報共
有の仕組み強
化

施策

６－1



シート番号　６
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 生活困難者への支援強化
施策（２） 生活保障の推進

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

２　包括的支援体制の構築
セーフティネットの機能強化

【個別事業・取り
組み】

施策

６－2



シート番号　７
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 地域活動への参加促進
施策（２） 地域活動の拠点づくり

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

①

地域福祉
課（社会
福祉協議
会）

通常の夏のボランティア「夏！おたよりボランティア」として
残暑見舞いを作成するボランティアを実施。個人（42名）学
校（2校）子供会（4団体）より申込があり、545枚のハガキを
作成。配布対象者社協で把握している一人暮らしの高齢者
541名。

B B

令和４年度の「夏のボランティア体験」は施設・団体の受入
れ状況により縮小し対面のボランティアも開催しつつ、令和
3年度実施のおたよりボランティアもメニューに組み込み、開
催したい。

【感染症対応】
コロナ禍が続く中では、例年通りの実施は厳しいことが想定
される。引き続きコロナ禍でもできるボランティアのメニュー
を検討したい。

②

関係各課
（社会福
祉協議
会）

　福祉教育事業を実施。教育機関において児童、生徒への
体験学習（車いす体験）や地域で暮らす障がいのある当事
者からの講話などを実施。また、学校より高齢関係施設と
交流を持ちたいという相談があったため、施設と調整し、
Zoomで交流をコーディネートした。
　ボランティア・市民活動に興味関心のある方への相談窓
口を常時設置している。

B B

令和3年度後半よりコロナ禍ではありつつも、今までの活動
を再開する流れが生まれている。

３　地域活動の活性化
社会参加の促進

【個別事業・取り
組み】

【事業No.29】ボ
ランティア活動
等の普及や参
加のきっかけづ
くり

【事業No.30】多
様な人材の地
域活動への参
加促進

施策

（１）

７－1



シート番号　７
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 地域活動への参加促進
施策（２） 地域活動の拠点づくり

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

３　地域活動の活性化
社会参加の促進

【個別事業・取り
組み】

施策

自立生活
支援課

　障がい者福祉についての関心・理解を深めていただくとと
もに、社会参加の促進のために、12月初旬に障害者週間に
おいて、イベントなどを行っている。
　令和３年度は市内中学校の手話部や聴覚障害者協会と
も協力し、手話ソング等のイベントを行った。

A A

　これからも障害者週間のイベントの開催などをはじめと
し、交流の場の確保に努めていきたい。

介護福祉
課

　おとしより入浴事業は、7事業を実施し、計754人（高齢者
592人、小学生以下162人）が参加し、世代間交流を図るこ
とが出来た。
　敬老会は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事
業を企画せず、実施を見送ったが、代替事業として「敬老を
兼ねた見回り支援事業」を実施し、75歳以上高齢者に対し
て、記念品と共に、各種事業の案内を同封し各戸に配布す
るなど、感染症拡大防止に適した敬老事業を実施した。

A A

 引き続き世代間交流の促進を高齢者にもメリットのある形
で推進して参りたい。
 おとしより入浴事業としては、感染拡大防止に留意しつつ、
例年同様7事業の予定で実施して参りたい。
 令和4年度の敬老会については、昨年度に引き続き、「敬
老を兼ねた見守り支援事業」とし、75歳以上高齢者に対し
て、記念品と共に、各種事業の案内を同封し各戸に配布す
る事業とする。

指導室

　総合的な学習の時間や各教科の学習の中で、地域の高
齢者や障害のある人との交流活動、車いす体験などの福
祉体験学習といった取組を行った。

A A

　引き続き、学習活動や学校行事において、地域の高齢者
の方の経験を生かすことができる活動や、障害のある人と
の交流活動を取り入れていく。

② 公民館

　青年学級「みんなの会」では、障がい者を対象に生涯学習
の一環として余暇活動の充実を図るとともに、ボランティア
などの活動支援者を確保するとともに、障がい者との交流
の機会の確保を行っている。

B B

　今後も継続して事業運営を行い、ボランティアの育成を図
り、障がい者と健常者が交流できる場を確保します。

（２）

【事業No.32】
【新規】
多様な市民が
交流できる場の
構築

【事業No.31】世
代間交流の促

進
①

７－2



シート番号　８
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 地域福祉の担い手育成
施策（２） 専門人材の育成

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

①
地域福祉
課

小金井市、三鷹市、武蔵野市、調布市、当該4市社会福祉
協議会及びルーテル学院大学と協働し、新型コロナウイル
ス感染症の影響が長期化する中であったが、オンライン講
座や対面講座を交え養成講座（全8回）を開催し、地域福祉
ファシリテーターの養成に努めた。

令和3年度は（通常講座はオンライン開催。グループワーク
及びグループワーク発表は現地開催というようにオンライン
と現地を織り交ぜて開催した。小金井からは5名、全体で21
名の参加があった。

D B

講座のさらなる周知を図るため、社会福祉協議会と調整
し、広報チラシ、市報原稿等の内容や広報チラシの設置場
所、周知方法等を工夫して講座受講者数の増加を目指す。
　また、講座の修了生が地域での活動を始める際の支援や
活動の継続支援を強化する。
　さらに、より充実した講義内容とするため、ルーテル学院
大学との連携を強化する。

小金井から参加の修了生は講座後複数回集まり、打合せ
を重ね、「障害を持つ方の理解」を勧めるサロンを展開した
いとの希望があるため、準備を進めて行きたい。
令和3年度の実績を参考にし、令和4年度の事業展開の参
考にしたい。

地域福祉
課

　毎年、「音楽療法ボランティア養成講座」を実施しており、
令和３年度は講座を４回実施（うち３回はＺｏｏｍ開催）し、１
２名が受講した。

　※前年度は新型コロナウイルス感染症の影響で中止
D B

　高齢者、子ども、障がい者などの対象を問わず、福祉活
動の場において音楽レクリエーションを活用した支援への
需要は高く、市内で活動する音楽療法ボランティアを養成す
ることは地域福祉の担い手育成にも貢献する。しかし、コロ
ナ禍において、感染予防の観点から音楽を楽しむ機会が減
少しており、福祉施設等においても音楽活動を自粛する傾
向にあったため、今後の事業の在り方について検討を行い
たい。
　参加希望者を増やすためには、音楽療法に対する市民の
理解を深める啓発に努めたい。

生涯学習
課

　コロナ禍での実施に当たり、昨年度同様に、会場に講師を
招いて講演を行うのではなく、事前に講義を収録、編集した
映像を流す内容だったが、受講者のアンケート結果では、
概ね満足していただけた。 B B

　講師との対面形式での講座のニーズも高く、引き続き実
施方法を検討していきたい。

３　地域活動の活性化
地域活動の支援と人材の育成

【個別事業・取り
組み】

【事業No.33】地
域福祉ファシリ
テーター養成講
座の開催

施策

（１）

【事業No.34】市
民活動の資質
向上

②

８－1



シート番号　８
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 地域福祉の担い手育成
施策（２） 専門人材の育成

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

３　地域活動の活性化
地域活動の支援と人材の育成

【個別事業・取り
組み】

施策

社会福祉
協議会

　生涯学習課と東京学芸大学とで連携して実施された講座
の参加者名簿をいただき、学校ボランティアや社協主催講
座への案内などに使用した。

B

　講座参加者への声掛けなど、継続して積極的に活用して
いきたい。

自立生活
支援課

　精神障害者ホームヘルパーフォローアップ研修を実施し
た。
　地域生活支拠点等事業の専門的人材の確保・養成の機
能により、障害福祉サービス事業所向けに障害者（児）移動
支援従事者養成研修や障害者同行援護従事者養成研修を
実施した。また、「難病の方の地域生活を支える」や「虐待
防止と権利擁護」をテーマにウェブ上で研修を実施した。
　なお、国や東京都から研修や講習会の開催情報があれ
ば、適宜関係機関に情報提供を行っている。

A A

　地域生活支拠点等事業の専門的人材の確保・養成の機
能による研修は、受講者のニーズを適切に把握しながら専
門職の資質向上に繋がるものを実施できるよう研修内容を
精査しつつ、今後も継続する。
　国や東京都の研修については、開催情報や研修の実施
内容を注視し、資質向上につながる研修等が行われること
を確認した場合は、関係機関に積極的に周知することで受
講を促していく。

介護福祉
課

　市や地域包括支援センター主催の研修や講習会を開催し
て情報提供を行っており、専門職の資質の向上を促進して
いる。
　また、国や都で実施する研修や講習会についても情報提
供を行っている。

A A

　引き続き市や地域包括支援センター主催の研修や講習会
の開催を行うとともに、国や都で実施する研修や講習会に
ついて情報提供を行う。

【事業No.35】福
祉専門職の資
質の向上

（２）

①

（１）

【事業No.34】市
民活動の資質
向上

②

８－2



シート番号　８
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 地域福祉の担い手育成
施策（２） 専門人材の育成

担当課
事業実績・評価理由

（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

３　地域活動の活性化
地域活動の支援と人材の育成

【個別事業・取り
組み】

施策

自立生活
支援課

　民間事業者より事業所開設の相談があった場合には丁
寧に対応しつつ、民間における優れた人材や技術を活用し
て、更なる福祉の充実に努めて行く必要がある。 C B

　障害福祉計画等に基づきつつ事業所の開設について検
討をしていく。

介護福祉
課

 令和3年度においては、3つの民間事業者と高齢者等に関
する見守り協定を締結し、累計66事業者が協定に参加する
こととなった。 Ａ A

現在、多くの業界の事業者に協力をいただいており、新たな
協定締結事業者の獲得は難しい状況になりつつあるが、
今後も、可能性のある事業者には積極的に情報提供をしつ
つ、当該事業に理解のある事業者との協定締結に繋げた
い。

③
地域福祉
課

　令和３年度については補助実績なし。

Ｄ Ｄ

　市地域福祉推進事業補助要綱の対象は同一団体への補
助が２年間までとなっている。都地域福祉推進事業補助金
の該当事業関係各課の事業実施状況等から、今後につい
ての検討を行う。

【事業No.37】地
域福祉推進事
業の充実

【事業No.36】民
間事業者等の
参入の促進

（２）

②

８－3



シート番号　９
【基本施策】
基本目標

基本施策
施策（１） 多様な主体との連携づくり
施策（２） 社会福祉協議会との連携強化

担当課
事業実績・評価理由
（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

①
自立生活
支援課

　障害者福祉センターの食堂等を地域の方に貸し出してい
たが、新型コロナウイルス感染症の状況により貸出制限を
行った。緊急事態宣言が発出された間は貸し出しを中止し
た。 A B

　これからも安全面に配慮しつつ、市民の方が集える場とし
て開放していく。
【感染症対応】
　新型コロナウイルス感染症の状況により、レベルを設け貸
出制限を行う。緊急事態宣言が発出された際には、貸し出
しを中止する。

②

関係各課
（社会福
祉協議
会）

社会福祉法人連絡会を１回開催し、新型コロナウィルス感
染症が蔓延する中での課題や地域公益活動に関する取組
の共有を行った。

C C

継続的に社会福祉法人連絡会を開催し、社会福祉法人間
の連携はもとより、地域とのつながりをより太くしていける取
り組みについて実践、研究していく。

①

地域福祉
課（社会
福祉協議
会）

　ボランティア・市民活動の常設窓口を設置し各種相談に応
じるとともに、広報紙「ぼらんてぃあ・こがねい」（毎月発行）
やホームページにおいて、情報発信を行っている。また、
Facebookへの投稿も増やし、事業情報やフードバンク事業
（年2回）への寄付状況などを写真付きで投稿し、閲覧数の
多いもので2600回以上になった記事もあった。
　歳末たすけあい募金を財源とする市民活動助成金「さくら
ファンド」を実施し事業の立ち上げのための資金を助成して
いる。助成件数18件、総額750,000円という結果だった。

B B

　昨年度に引き続き、新福祉会館における（仮称）小金井市
市民協働支援センターと業務などの役割分担について検討
する。

【感染症対応】
　市内外問わず在宅でできるボランティアや研修会・講習会
などの情報発信や、コロナ禍でも可能なボランティア活動の
進め方を検討する。
　令和3年度に引き続き災害ボランティアセンター運営マ
ニュアルにおいて、感染症禍における災害ボランティアセン
ター運営についての追記を準備・実施する。新福祉会館（仮
称）における災害ボランティアセンターの運営について検討
を進める。

（１）

（２）

３　地域活動の活性化
多様な地域資源との連携

【個別事業・取り
組み】

【事業No.38】福
祉サービス事業
所の地域に開
かれた取り組み
の推進

【事業No.39】
【新規】
社会福祉法人
等の連携強化

【事業No.40】ボ
ランティア・市民
活動センターの
機能強化

施策
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基本施策
施策（１） 多様な主体との連携づくり
施策（２） 社会福祉協議会との連携強化
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事業実績・評価理由
（令和３年度）

前年度
事業
評価

事業
評価

今後の事業計画・展望

３　地域活動の活性化
多様な地域資源との連携

【個別事業・取り
組み】

施策

②
地域福祉
課

　引き続き、福祉総合相談窓口の運営、権利擁護、生活困
窮者自立相談、地域の居場所づくり等、社会福祉協議会の
専門性を活かし共通の目的のもと地域福祉を推進できるよ
う連携している。

Ａ A

　今後も、地域福祉の推進という共通の目的のもと、市と社
会福祉協議会が協働、互いの得意分野をいかした役割分
担によって、総合的に地域福祉の推進をめざしていく。
　今後はネットワーク作りの中核となる専門職を配置し、「住
民に身近な圏域」における相談を包括的に受け止める体制
を構築したい。

（２）

【事業No.41】社
会福祉協議会と
の連携強化

９－2


